
１．事務事業の種類

２．事務事業の概要

 ⑤ 一般財源 (③ - ④) 7,308 2,016 4,346 4,997

 ④ 特定財源
(国･県支出金､市債など) 28,492 36,211 31,758 31,758

 ③ 合　計 (① + ②) 35,800 38,227 36,104 36,755

 臨時職員 (職員数)

 嘱託職員 (職員数)

 一般職員 (職員数) (3.07) 22,801 (3.55) 25,922 (3.55) 23,851 (3.55) 25,262

12,679

 ② 概算人件費 (3.07) 22,801 (3.55) 25,922 (3.55) 23,851 (3.55) 25,262

 ① 直接事業費 12,999 12,305 12,253 11,493 (予算)

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

　 ③ 手段
  （どのようなやり方で）

地域社会全体の中で福祉の向上や人権啓発の住民交流の拠点となる開かれたコミュニティーセ
ンターとして、生活面における各種相談事業や人権課題の解決のための各種事業を行う。また、
曙町隣保館において、デイサービス事業を行う。

 　④ 成果
  （どのような効果を得ようと
   しているのか）

広域的な利用を促進し、住民意識の高揚の一助とする。

３．投入された年間総事業費及び人件費の推移 ※概算人件費は「人件費計算シート」による (単位：千円,人)

 ⑤ 根拠法令・条例等
大和高田市隣保館条例、大和高田市隣保館条例施行規則、大和高田市生きがい活動支援通所事業
実施規則、曙町隣保館で実施する通所事業実施要綱

　① 目的
  （何のために）

地域社会全体の中での福祉の向上、住民の交流の場を設け、人権啓発の取組の拠点とするた
め。

　 ② 対象
  （誰・何を対象として）

地区住民及び近隣の住民

 人権擁護の推進

号 推進体制の整備

 ④ 関連する個別計画 大和高田市人権施策に関する基本指針  ⑥ 事務の種類 自治事務

 ① 事務事業の名称 隣保館管理運営事業（デイサービス事業を含む 。）  ② 整理番号 02310103-001　

 ③ 第４次総合計
     画の施策の体
     系

章 心豊かな市民・教育・福祉

節 人権文化の創造

項

事務事業評価シート 評価年度 平成29年度 対象事業年度 平成28年度

 所属・
 担当者氏名

市民部　人権施策課　山田　員巨　 
評価責任者
（担当課長）

人権施策課長　山田　員巨



① 日 日 日 日

②

① 人 人 人 人

②

① 円 円 円 円

② 円 円 円 円

５．項目別評価

□　人件費の重点化□　予算の重点化 □　事業の縮小 □事業の統合 □実施内容の変更 □　その他

７．２次評価 Ａ 現状のまま継続、Ｂ 見直し（重点化、縮小､統合など）のうえ継続、Ｃ 休止、Ｄ 完了・廃止

判　定 具体的な改善内容・改善計画（「Ｂ 見直しのうえ継続」の場合に限る。）

６．今後の方向性 Ａ 現状のまま継続、Ｂ 見直し（重点化、縮小､統合など）のうえ継続、Ｃ 休止、Ｄ 完了・廃止

判　定 具体的な改善・見直しの内容（「Ｂ 見直しのうえ継続」 の場合に限る。）

A

　②有効性
   （成果は向上していますか、向上して
   いない場合向上のために改善の余地
   はありますか）

 Ａ
広域的な住民利用を図り、人権擁護と人権意識の高揚と差別意識の
解消に向けた啓発を強化するとともに、利用者向上のための改善を
行う。

　③効率性
   （コスト･受益者負担は適切ですか、
   不適切な場合改善の余地はありま
　 すか）

A
住民ニーズが多様化する中、効果的、効率的な運営に心がけ、コスト
の削減を図りながら事業の展開を図る。施設が老朽化している館につ
いては、青少年会館との統合も考えて行きたい。

評 価 の 視 点
3段階
評 価

評 価 の 根 拠

　①妥当性
   （目的及び市の関与は妥当ですか）

Ａ
隣保館は、人権課題の解決に向けて人権啓発の発信、生活福祉の
向上、周辺地域との交流や相談事業・講座の開催を中心とした事業
展開の場として必要である。

4,444

一般財源/年間利用者数 667 234 450 604

効率
指標

参加者１人あたりのコスト 事業費/年間利用者数 3,267 4,441 3,740

8,270成果
指標

利用者数 年間利用者数 10,957 8,608 9,654

635活動
指標

開館日数（４館） 1,082 1,114 1,097

４．評価指標

種類 指　　標　　名 指標の算出方法等
実　　績　　値

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度


